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(１) はじめに 

平成 27 年 1 月 23 日に総務省より公表された「統一的な基準による地方公会計の整備促進

について」（総務大臣通達）により、すべての地方公共団体は、固定資産台帳の整備と複式簿

記による発生主義会計を導入した財務書類の作成をすることとなりました。 

上島町では、平成 28 年度決算から統一的な基準による財務書類を作成しています。 

 

(２) 財務書類作成の基本的前提 

① 財務書類の作成基礎 

貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書は総務省より公表

された「統一的な基準による地方公会計マニュアル」により作成しています。 

② 対象会計範囲 

対象となる会計及び連結団体は下記のとおりです。 

③ 対象年度 

対象年度は令和 3 年度とし、令和 4 年 3 月 31 日を基準日としています。 

④ 表示単位 

金額は百万円単位（又は千円単位）で表示しています。表示単位未満を四捨五入しているた

め、内訳と合計が一致しない場合があります。また、単位未満の計数があるときは「0」を表示

し、計数がないときは「-」を表示しています。  

１．統一的な基準について 

連結会計

全体会計

一般会計等

・一般会計 ・(株)いわぎ物産センター
・へき地出張診療所事業会計 ・(株)いきなスポレク
・ＣＡＴＶ事業会計 ・愛媛地方税滞納整理機構

・国民健康保険事業会計 ・後期高齢者医療広域連合
・国民健康保険診療所事業会計 ・市町村総合事務組合
・後期高齢者医療事業会計 議員公務災害事業
・公共下水道事業会計 共通経費
・簡易水道事業会計 交通災害事業
・農業集落排水事業会計 自治会館事業
・介護保険事業会計 消防補償事業
・介護サービス事業会計
・浄化槽事業会計
・魚島船舶事業会計
・特別養護老人ホーム事業会計
・生名船舶事業会計
・上水道事業会計
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(３) 財務書類の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・貸借対照表とは、年度末時点における資

産・負債の金額を表示したもので、財政状

態を明らかにしています。 

・現金預金は、資金収支計算書の年度末

残高と一致します。 

・純資産は、純資産変動計算書の本年度

末残高と一致します。 

・行政コスト計算書とは、会計期間中の費

用・収益の取引高を表示したもので、企業

会計の損益計算書に相当します。 

・純行政コストは、純資産変動計算書の中

にも表れます。 

・純資産変動計算書は、会計期間中の純資

産の変動を表示したものです。 

・本年度末残高は、貸借対照表の純資産残

高と一致します。 

・資金収支計算書は、一会計期間中の現

金の受払いを 3 つの活動区分で表示した

もので、どのような要因で現金預金が増減

したのかを明らかにしています。 

・本年度末残高は、貸借対照表の現金預

金と一致します。 

貸借対照表

行政コスト計算書

純資産変動計算書

資金収支計算書

業務活動収支

投資活動収支

財務活動収支

本年度末残高

本年度収支額

＋

＝

純行政コスト

純行政コスト

税収等

前年度末残高

本年度末残高

本年度変動額

前年度末残高

資産 負債

純資産
（現金預金）

収益

費用
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(１) 貸借対照表 

① 概要 

 
 

令和 3 年度決算では、資産合計が 38,530 百万円、負債合計が 10,210 百万円、純資産合計

が 28,320 百万円となりました。 

資産の部について、固定資産が 37,248 百万円となり、このうち土地や建物等で構成される有

形固定資産が 35,914 百万円で大半を占めています。また、第三セクター等に対する出資金・出

捐金、基金等から構成される投資その他の資産が 1,322 百万円となりました。 

流動資産は 1,282 百万円で、現金預金、財政調整基金・減債基金、未収金等で構成されてい

ます。 

負債の部では、借入金である地方債合計（地方債と 1 年内償還予定地方債）が 9,777 百万円

となり、これらは将来返済していく必要があります。また、退職手当引当金と賞与等引当金は、

職員に対して将来見込まれる費用を現時点で見積もったもので、それぞれ 302 百万円、81 百

万円となりました。 

  

一般会計等貸借対照表 (令和4年3月31日現在　単位:百万円)

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 37,248 固定負債 8,933

有形固定資産 35,914 地方債 8,632

無形固定資産 13 退職手当引当金 302

投資その他の資産 1,322 その他 -

流動資産 1,282 流動負債 1,277

現金預金 214 1年内償還予定地方債 1,145

基金 1,064 賞与等引当金 81

未収金等 4 その他 50

負債合計 10,210

純資産合計 28,320

資産合計 38,530 負債・純資産合計 38,530

２．一般会計等財務書類 
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② 有形固定資産 

貸借対照表の資産の中で最も金額が大きく、かつ、自治体の政策方針が反映されやすいの

が有形固定資産です。以下に科目別と行政目的別の内訳を表示します。 

有形固定資産は、事業用資産、インフラ資産及び物品の 3 つに区分されます。 

 

事業用資産とは、庁舎、小中学校、公民館、観光施設等のことをいい、インフラ資産とは、橋

梁、道路、公園等のことをいいます。 

科目別の内訳をみると、インフラ資産の建物、工作物等が 17,662 百万円と最も大きくなりまし

た。 

 

有形固定資産を行政目的別にみると、漁港施設等の産業振興が 9,758 百万円と最も大きく、

次いで、道路、橋梁等の生活インフラ・国土保全が 8,065 百万円となりました。 

  

有形固定資産の科目別内訳

(単位:百万円)

勘定科目 金額

事業用資産 16,503

土地 4,385

建物、工作物等 12,118

インフラ資産 19,072

土地 1,410

建物、工作物等 17,662

物品 338

合計 35,914

事業用資産

土地
4,385

12.2%

事業用資産

建物,工作物等

12,118

33.7%

インフラ資産

土地
1,410

3.9%

インフラ資産

建物,工作物等

17,662

49.2%

物品

338

0.9%

総額

35,914

有形固定資産の行政目的別内訳

(単位:百万円)

行政目的別名称 金額

生活インフラ・
国土保全 8,065

教育 5,348

福祉 1,416

環境衛生 5,054

産業振興 9,758

消防 761

総務 5,513

合計 35,914

生活インフラ・

国土保全

8,065

22.5%

教育

5,348
14.9%

福祉

1,416

3.9%

環境衛生

5,054

14.1%

産業振興

9,758

27.2%

消防

761

2.1%

総務

5,513
15.4%

35,914

総額
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③ 経年比較 

貸借対照表の経年比較を下記に表示します。

 

 

資産の部では、有形固定資産が 387 百万円の減少、投資その他の資産が 42 百万円の増

加となりました。その結果、資産合計が 343 百万円の減少となりました。 

負債の部では、地方債合計（地方債と 1 年内償還予定地方債）が 204 百万円の減少、退職

手当引当金が 13 百万円の減少となりました。その結果、負債合計が 233 百万円の減少となり

ました。 

純資産の部では、純資産合計が 79 百万円の減少となりました。 

  

一般会計等貸借対照表の経年比較 (単位:百万円)

令和3年度 令和2年度 増減

固定資産 37,248 37,591 △ 343

有形固定資産 35,914 36,301 △ 387

無形固定資産 13 10 3

投資その他の資産 1,322 1,280 42

流動資産 1,282 1,250 32

現金預金 214 181 33

基金 1,064 1,064 -

未収金等 4 6 △ 2

資産合計 38,530 38,842 △ 312

固定負債 8,933 9,171 △ 238

地方債 8,632 8,856 △ 224

退職手当引当金 302 315 △ 13

その他 - - -

流動負債 1,277 1,272 5

1年内償還予定地方債 1,145 1,125 20

賞与等引当金 81 86 △ 5

その他 50 61 △ 11

負債合計 10,210 10,443 △ 233

純資産合計 28,320 28,399 △ 79

負債・純資産合計 38,530 38,842 △ 312
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④ 経年比較（有形固定資産） 

貸借対照表の資産の部の大半を占める有形固定資産の経年比較を下記に表示します。

 

 

 

増減の内訳のうち、増加項目である有償取得をみると、金額の大きい方から、インフラ資産

の工作物が 603 百万円、インフラ資産の建設仮勘定が 289 百万円となりました。インフラ資産

の工作物の金額が最も大きいのは、災害情報伝達システム構築工事や魚礁設置工事による

資産の取得があったためで、インフラ資産の建設仮勘定の金額が大きいのは、長崎桟橋整備

事業による資産の計上があったためです。 

減少項目である減価償却をみると、金額の大きい方から、事業用資産の建物が△637 百万

円、インフラ資産の工作物が△615 百万円となりました。 

増減の内訳のその他にて、インフラ資産の工作物が増加しているのは、災害情報伝達システ

ム構築工事や篠塚漁港東防波堤機能保全工事の完了により、建設仮勘定を振替えたためで

す。 

  

有形固定資産の経年比較 (単位:百万円)

増減の内訳

令和3年度 令和2年度 増減 有償取得 減価償却 その他

有形固定資産 35,914 36,301 △ 387 1,152 △ 1,438 △ 100 

事業用資産 16,503 17,272 △ 769 146 △ 713 △ 201 

土地 4,385 4,407 △ 22 - - △ 22 

立木竹 - - - - - -

建物 11,279 11,939 △ 660 60 △ 637 △ 83 

工作物 827 844 △ 17 74 △ 76 △ 14 

船舶 - - - - - -

浮標等 - - - - - -

航空機 - - - - - -

その他 - - - - - -

建設仮勘定 12 82 △ 70 12 - △ 82 

インフラ資産 19,072 18,691 381 942 △ 661 101 

土地 1,410 1,381 29 29 - -

建物 986 989 △ 3 21 △ 46 22 

工作物 16,381 16,225 156 603 △ 615 168 

その他 - 5 △ 5 - - △ 5 

建設仮勘定 295 90 205 289 - △ 84 

物品 338 338 0 64 △ 64 0 
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⑤ 住民一人当たり 

貸借対照表では、団体の人口規模等により単純な他団体比較は困難ですが、各項目の金額

を住民一人当たりで算出することにより、他団体との比較がしやすくなります。また、住民が実

感を持てる数値となり、わかりやすい情報になるという効果もあります。 

貸借対照表の各項目を住民基本台帳人口（令和 4 年 1 月 1 日）の 6,437 人で除したものを

下記に表示します。

 

 

住民一人当たりの資産合計は 598 万 6 千円、負債合計は 158 万 6 千円、純資産合計は

440 万円となりました。 

  

住民一人当たりの一般会計等貸借対照表 (令和4年3月31日現在　単位:千円)

固定資産 5,787 固定負債 1,388

有形固定資産 5,579 地方債 1,341

無形固定資産 2 退職手当引当金 47

投資その他の資産 205 その他 -

流動資産 199 流動負債 198

現金預金 33 1年内償還予定地方債 178

基金 165 賞与等引当金 13

未収金等 1 その他 8

負債合計 1,586

純資産合計 4,400

資産合計 5,986 負債・純資産合計 5,986
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(２) 行政コスト計算書 

① 概要 

 

 

令和 3 年度決算では、経常費用が 6,143 百万円、経常収益が 256 百万円、純経常行政コス

トが 5,887 百万円となり、さらに、臨時損益を加えた結果、純行政コストは 5,902 百万円となりま

した。 

 

経常費用の内訳をみると、経常費用

総額 6,143 百万円のうち、最 も金額

が大きいのは物件費等で 2,836 百万

円、次いで移転費用が 1,876 百万円、

人件費が 1,361 百万円となりました。 

  

一般会計等行政コスト計算書

(自令和3年4月1日　至令和4年3月31日　単位：百万円)

経常費用 6,143 100.0%

業務費用 4,267 69.5%

人件費 1,361 22.2%

物件費等 2,836 46.2%

その他の業務費用 70 1.1%

移転費用 1,876 30.5%

補助金等 905 14.7%

社会保障給付 93 1.5%

他会計への繰出金 875 14.2%

その他 3 0.0%

経常収益 256 100.0%

使用料及び手数料 169 66.0%

その他 87 34.0%

純経常行政コスト 5,887

臨時損失 28

臨時利益 14

純行政コスト 5,902
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② 経年比較 

行政コスト計算書の経年比較を下記に表示します。 

 
 

費用の部をみると、業務費用が 158 百万円の増加、移転費用が 74 百万円の増加となり、経

常費用合計は 232 百万円の増加となりました。 

収益の部では、経常収益合計が 56 百万円の減少となりました。 

その結果、純経常行政コストは 287 百万円の増加、臨時損益を加えた純行政コストは 409 百

万円の減少となりました。 

  

一般会計等行政コスト計算書の経年比較
(単位：百万円)

令和3年度
A

令和2年度
B

増減
A-B

令和3年度
A

令和2年度
B

増減
A-B

使用料及び手数料 169 169 -

その他 87 142 △ 55

職員給与費 1,151 1,099 52

賞与等引当金繰入額 81 86 △ 5

退職手当引当金繰入額 - - -

その他 129 173 △ 44

物件費 1,196 1,231 △ 35 災害復旧事業費 11 15 △ 4

維持補修費 199 72 127 資産除売却損 15 31 △ 16

減価償却費 1,440 1,374 66 投資損失引当金繰入額 - - -

その他 - - - 損失補償等引当金繰入額 - - -

その他 2 665 △ 663

支払利息 51 58 △ 7

徴収不能引当金繰入額 - 1 △ 1

その他 18 14 4

資産売却益 - - -

その他 14 - 14

補助金等 905 713 192

社会保障給付 93 120 △ 27

他会計への繰出金 875 920 △ 45

その他 3 50 △ 47

287

256 312 △ 56

5,887 5,600

勘 定 科 目

純 経 常 行 政 コ ス ト

3

2,836 2,677 159

1,361 1,358

(C) ＝ (A) - (B)

経 常 収 益 合 計 (B)

4,267 4,109 158

5,902

業 務 費 用

73 △ 370

臨 時 損 失 合 計 (D)

移 転 費 用

6,143 5,911 232(A)

1,876 1,802 74

6,311 △ 409
(C) + (D) - (E)

勘 定 科 目

28 712 △ 684

臨 時 利 益 合 計 (E) 14 - 14

人 件 費

物 件 費 等

そ の 他 の 業 務 費 用

経 常 費 用 合 計
純 行 政 コ ス ト
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③ 住民一人当たり 

 行政コスト計算書では、団体の人口規模等により単純な他団体比較は困難ですが、各項目

の金額を住民一人当たりで算出することにより、他団体との比較がしやすくなります。また、住

民が実感を持てる数値となり、わかりやすい情報になるという効果もあります。 

行政コスト計算書の各項目を住民基本台帳人口（令和 4 年 1 月 1 日）の 6,437 人で除したも

のを下記に表示します。 

 

 

住民一人当たりの経常費用は 95 万 4 千円、経常収益は 4 万円、純経常行政コストは 91 万

5 千円となり、さらに、臨時損益を加えた結果、純行政コストは 91 万 7 千円となりました。 

  

住民一人当たりの一般会計等行政コスト計算書

(自令和3年4月1日　至令和4年3月31日　単位：千円)

経常費用 954

業務費用 663

人件費 211

物件費等 441

その他の業務費用 11

移転費用 291

補助金等 141

社会保障給付 14

他会計への繰出金 136

その他 1

経常収益 40

使用料及び手数料 26

その他 13

純経常行政コスト 915

臨時損失 4

臨時利益 2

純行政コスト 917
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(３) 純資産変動計算書 

 

 

 

令和 3 年度決算では、純行政コストが△5,902 百万円、税収等が 4,702 百万円、国県等補助

金が 1,206 百万円、本年度差額が 6 百万円となった結果、本年度末純資産残高が 28,320 百万

円となりました。 

固定資産等の変動（内部変動）の内訳では、有形固定資産の新規取得等に伴う内部変動と

して固定資産等形成分が 1,142 百万円の増加、有形固定資産の減価償却等の減少に伴う内部

変動として固定資産等形成分が 1,440 百万円の減少となりました。 

  

一般会計等純資産変動計算書

(自令和3年4月1日　至令和4年3月31日　単位：百万円)

前年度末純資産残高 28,399

純行政コスト（△） △ 5,902

財源 5,908

税収等 4,702

国県等補助金 1,206

本年度差額 6

固定資産等の変動（内部変動） -

資産評価差額 -

無償所管換等 △ 86

その他 1

本年度純資産変動額 △ 79

本年度末純資産残高 28,320

固定資産等の変動(内部変動)の内訳

(自令和3年4月1日　至令和4年3月31日　単位：百万円) 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

固定資産等の変動(内部変動) △ 258 258

有形固定資産等の増加 1,142 △ 1,142

有形固定資産等の減少 △ 1,440 1,440

貸付金・基金等の増加 61 △ 61

貸付金・基金等の減少 △ 21 21
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(４) 資金収支計算書 

 

 

令和 3 年度決算では、業務活動収支が 1,056 百万円、投資活動収支が△807 百万円、財務

活動収支が△204 百万円となり、本年度資金収支額は 44 百万円となりました。その結果、本年

度末資金残高は 164 百万円となり、さらに、歳計外現金を加えた本年度末現金預金残高は、

214 百万円となりました。 

  

一般会計等資金収支計算書 (自令和3年4月1日　至令和4年3月31日　単位：百万円)

業務支出 4,721 財務活動支出 1,125

業務費用支出 2,845 地方債償還支出 1,125

移転費用支出 1,876 その他の支出 -

業務収入 5,788 財務活動収入 921

税収等収入 4,702 地方債発行収入 921

国県等補助金収入 830 その他の収入 -

使用料及び手数料収入 170 財務活動収支 △ 204

その他の収入 86 本年度資金収支額 44

臨時支出 11 前年度末資金残高 120

臨時収入 - 本年度末資金残高 164

業務活動収支 1,056

投資活動支出 1,198 前年度末歳計外現金残高 61

公共施設等整備費支出 1,142 本年度歳計外現金増減額 △ 11

基金積立金支出 56 本年度末歳計外現金残高 50

その他の投資活動支出 - 本年度末現金預金残高 214

投資活動収入 391

国県等補助金収入 376

基金取崩収入 14

その他の投資活動収入 1

投資活動収支 △ 807
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(１) 貸借対照表 

① 概要 

 

 

貸借対照表を一般会計等と全体会計及び連結会計で比較すると、資産合計では、一般会計

等が 38,530 百万円、全体会計が 42,733 百万円、連結会計が 43,619 百万円となりました。特

に、有形固定資産をみると、全体会計が 38,968 百万円で一般会計等と比べて 3,054 百万円大

きくなっています。これは、全体会計では特別養護老人ホーム事業会計(922 百万円)及び上水

道事業会計(724 百万円)で多額の有形固定資産を有しているためです。 

負債合計では、一般会計等が 10,210 百万円、全体会計が 13,177 百万円、連結会計が

13,843 百万円となりました。特に、地方債等合計（地方債等及び 1 年内償還予定地方債等）を

みると、全体会計が 12,204 百万円で一般会計等と比べて 2,427 百万円大きくなっています。こ

れは、全体会計では公共下水道事業会計（1,023 百万円）、生名船舶事業会計（352 百万円）及

び特別養護老人ホーム事業会計(251 百万円)で多額の地方債等を有しているためです。 

  

一般会計等、全体、連結貸借対照表 (令和4年3月31日現在　単位:百万円)

一般会計等 全体 連結

【資産の部】

固定資産 37,248 40,755 41,464

有形固定資産 35,914 38,968 39,056

無形固定資産 13 13 15

投資その他の資産 1,322 1,774 2,393

流動資産 1,282 1,978 2,154

現金預金 214 866 991

基金 1,064 1,070 1,084

未収金等 4 43 79

繰延資産 - - 0

資産合計 38,530 42 ,733 43 ,619

【負債の部】

固定負債 8,933 11,570 12,213

地方債等 8,632 10,783 10,784

退職手当引当金 302 389 1,031

その他 - 398 398

流動負債 1,277 1,607 1,630

1年内償還予定地方債等 1,145 1,421 1,421

賞与等引当金 81 118 118

その他 50 68 91

負債合計 10,210 13 ,177 13 ,843

純資産合計 28,320 29 ,557 29 ,776

負債・純資産合計 38,530 42 ,733 43 ,619

３．全体会計及び連結会計財務書類 
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② 住民一人当たり 

 

 

住民一人当たりの貸借対照表を一般会計等と全体会計及び連結会計で比較すると、資産合

計では、一般会計等が 598 万 6 千円、全体会計が 663 万 9 千円、連結会計が 677 万 6 千円と

なりました。 

負債合計では、一般会計等が 158 万 6 千円、全体会計が 204 万 7 千円、連結会計が 215 万

1 千円となり、純資産合計では、一般会計等が 440 万円、全体会計が 459 万 2 千円、連結会計

が 462 万 6 千円となりました。 

  

住民一人当たりの一般会計等、全体、連結貸借対照表

(令和4年3月31日現在　単位:千円)

一般会計等 全体 連結

固定資産 5,787 6,331 6,442

有形固定資産 5,579 6,054 6,067

無形固定資産 2 2 2

投資その他の資産 205 276 372

流動資産 199 307 335

現金預金 33 134 154

基金 165 166 168

未収金等 1 7 12

繰延資産 - - 0

資産合計 5,986 6 ,639 6 ,776

固定負債 1,388 1,797 1,897

地方債 1,341 1,675 1,675

退職手当引当金 47 60 160

その他 - 62 62

流動負債 198 250 253

1年内償還予定地方債 178 221 221

賞与等引当金 13 18 18

その他 8 11 14

負債合計 1,586 2 ,047 2 ,151

純資産合計 4,400 4 ,592 4 ,626

負債・純資産合計 5,986 6 ,639 6 ,776
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(２) 行政コスト計算書 

① 概要 

 

 

行政コスト計算書を一般会計等、全体会計及び連結会計で比較すると、経常費用では、一

般会計等が 6,143 百万円、全体会計が 8,553 百万円、連結会計が 9,941 百万円となりました。

特に、移転費用をみると、全体会計では、国民健康保険特別会計（819 百万円）、介護保険特

別会計（765 百万円）で多額の費用を計上しているため、一般会計等に比べて大きくなっていま

す。 

経常収益では、一般会計等が 256 百万円、全体会計が 1,147 百万円、連結会計が 1,295 百

万円となっています。全体会計が一般会計と比べて大きくなっているのは、特別養護老人ホー

ム事業会計（315 百万円）、生名船舶事業会計（253 百万円）、上水道事業会計（178 百万円）で

多額の収益が計上されているためです。 

純行政コストでは、一般会計等が5,902百万円、全体会計が7,421百万円、連結会計が8,677

百万円となりました。 

  

一般会計等、全体、連結行政コスト計算書 (自令和3年4月1日　至令和4年3月31日　単位：百万円)

一般会計等 構成比 全体 構成比 連結 構成比

経常費用 6,143 100.0% 8,553 100.0% 9,941 100.0%

業務費用 4,267 69.5% 5,789 67.7% 5,956 59.9%

人件費 1,361 22.2% 2,003 23.4% 2,068 20.8%

物件費等 2,836 46.2% 3,654 42.7% 3,683 37.0%

その他の業務費用 70 1.1% 132 1.5% 205 2.1%

移転費用 1,876 30.5% 2,765 32.3% 3,985 40.1%

補助金等 905 14.7% 2,662 31.1% 3,879 39.0%

社会保障給付 93 1.5% 94 1.1% 94 0.9%

他会計への繰出金 875 14.2% - - - -

その他 3 0.0% 9 0.1% 13 0.1%

経常収益 256 100.0% 1,147 100.0% 1,295 100.0%

使用料及び手数料 169 66.0% 669 58.3% 698 53.9%

その他 87 34.0% 478 41.7% 597 46.1%

純経常行政コスト 5,887 7,406 8,647

臨時損失 28 28 45

臨時利益 14 14 15

純行政コスト 5,902 7,421 8,677
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② 住民一人当たり 

 

 

住民一人当たりの行政コスト計算書を一般会計等と全体会計及び連結会計で比較すると、

経常費用では、一般会計等が 95 万 4 千円、全体会計が 132 万 9 千円、連結会計が 154 万 4

千円となり、経常収益では、一般会計等が 4 万円、全体会計が 17 万 8 千円、連結会計が 20

万 1 千円となりました。 

純行政コストでは、一般会計等が 91 万 7 千円、全体会計が 115 万 3 千円、連結会計が 134

万 8 千円となりました。 

  

住民一人当たりの一般会計等、全体、連結行政コスト計算書

(自令和3年4月1日　至令和4年3月31日　単位：千円)

一般会計等 全体 連結

経常費用 954 1,329 1,544

業務費用 663 899 925

人件費 211 311 321

物件費等 441 568 572

その他の業務費用 11 21 32

移転費用 291 429 619

補助金等 141 414 603

社会保障給付 14 15 15

他会計への繰出金 136 - -

その他 1 1 2

経常収益 40 178 201

使用料及び手数料 26 104 108

その他 13 74 93

純経常行政コスト 915 1,151 1,343

臨時損失 4 4 7

臨時利益 2 2 2

純行政コスト 917 1,153 1,348
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(３) 純資産変動計算書 

 

 

純資産変動計算書を一般会計等、全体会計及び連結会計で比較すると、税収等では、一般

会計等が 4,702 百万円、全体会計が 5,332 百万円、連結会計が 5,936 百万円となりました。全

体会計が一般会計と比べて大きくなっているのは、国民健康保険特別会計で国民健康保険料

等（238 百万円）、介護保険特別会計で介護保険料等（514 百万円）が計上されているためです。

また、連結会計が全体会計と比べて大きくなっているのは、愛媛県後期高齢者医療広域連合

(905 百万円)が計上されているためです。 

本年度末純資産残高では、一般会計等が 28,320 百万円、全体会計が 29,557 百万円、連結

会計が 29,776 百万円となりました。 

  

一般会計等、全体、連結純資産変動計算書

(自令和3年4月1日　至令和4年3月31日　単位：百万円)

一般会計等 全体 連結

前年度末純資産残高 28,399 29,352 29,546

純行政コスト（△） △ 5,902 △ 7,421 △ 8,677

財源 5,908 7,581 8,868

税収等 4,702 5,332 5,936

国県等補助金 1,206 2,249 2,932

本年度差額 6 161 191

固定資産等の変動（内部変動） - - -

資産評価差額 - - -

無償所管換等 △ 86 △ 17 △ 17

他団体出資等分の増加 - - 33

他団体出資等分の減少 - - -

比例連結割合変更に伴う差額 - - △ 5

その他 1 62 28

本年度純資産変動額 △ 79 205 230

本年度末純資産残高 28,320 29,557 29,776
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(４) 資金収支計算書 

 

資金収支計算書を一般会計等、全体会計及び連結会計で比較すると、本年度資金収支額

では、一般会計等が 44 百万円、全体会計が 71 百万円、連結会計が 41 百万円となり、本年度

末現金預金残高では、一般会計等が 214 百万円、全体会計が 866 百万円、連結会計が 991

百万円となりました。  

一般会計等、全体、連結資金収支計算書

(自令和3年4月1日　至令和4年3月31日　単位：百万円)

一般会計等 全体 連結

業務支出 4,721 6,875 8,262

業務費用支出 2,845 4,110 4,277

移転費用支出 1,876 2,765 3,985

業務収入 5,788 8,293 9,713

税収等収入 4,702 5,334 5,938

国県等補助金収入 830 1,864 2,547

使用料及び手数料収入 170 671 700

その他の収入 86 423 529

臨時支出 11 11 17

臨時収入 - - 1

業務活動収支 1,056 1 ,407 1 ,436

投資活動支出 1,198 1,275 1,351

公共施設等整備費支出 1,142 1,181 1,224

基金積立金支出 56 94 123

その他の投資活動支出 - - 4

投資活動収入 391 402 457

国県等補助金収入 376 385 385

基金取崩収入 14 16 73

その他の投資活動収入 1 1 0

投資活動収支 △ 807 △ 873 △ 893

財務活動支出 1,125 1,431 1,470

地方債償還支出 1,125 1,431 1,470

その他の支出 - - -

財務活動収入 921 969 969

地方債発行収入 921 969 969

その他の収入 - - -

財務活動収支 △ 204 △ 462 △ 501

本年度資金収支額 44 71 41

前年度末資金残高 120 745 905

比例連結割合変更に伴う差額 - - △ 5

本年度末資金残高 164 816 941

前年度末歳計外現金残高 61 61 61

本年度歳計外現金増減額 △ 11 △ 11 △ 11

本年度末歳計外現金残高 50 50 50

本年度末現金預金残高 214 866 991



19 

 

 

(１) 分析指標 

上島町の財務状況について、総務省より平成 31 年 3 月に公表された「地方公会計の推進

に関する研究会報告書」が示す視点と指標に基づき、住民規模によらず比較可能な指標に

ついて行った分析結果を報告します。各指標の算定方法は以下のとおりです。なお、数値は

一般会計等を採用し、人口は住民基本台帳の令和 4 年 1 月 1 日現在のものを使用していま

す。 

比較団体は、愛媛県内の地方公共団体（県平均：19 団体1）、上島町と同類型の地方公共

団体(同類型：73団体)とし、比較団体の財務書類は総務省のホームページで公表されている

「令和 2 年度 統一的な基準による財務書類に関する情報」より取得した令和 2 年度決算の

もの、人口は住民基本台帳の令和 3 年 1 月 1 日現在のものを使用しています。 

 

  

                                                
1今治市は「令和 2 年度 統一的な基準による財務書類に関する情報」（総務省）に記載されていない

ため除いております。 

４．財務情報を利用した分析 

分析の視点 指標 算定方法

住民一人当たり資産額  資産合計÷住民基本台帳人口

歳入額対資産比率  資産合計÷（収入総額＋前年度末資金残高）

有形固定資産減価償却率
 減価償却累計額／有形固定資産のうち償却資産の

取得価額　※物品は除く

世代間公平性 純資産比率  純資産合計÷資産合計

持続可能性
（健全性）

住民一人当たり負債額  負債合計÷住民基本台帳人口

住民一人当たり純行政コスト  純行政コスト÷住民基本台帳人口

性質別行政コスト －

自律性 受益者負担の割合  経常収益÷経常費用

資産形成度

効率性
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① 資産形成度 

ア 住民一人当たり資産額 

資産額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり資産額とすることにより、住民等にと

って理解しやすい情報になります。 

令和 3 年度は 5,986 千円となり、前年度と比較して増加しており、県平均及び同類型より

大きくなっています。 

 

イ 歳入額対資産比率 

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまで形成された

ストックとしての資産額が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形

成の度合いを把握することができます。 

令和 3 年度は 5.3 年となり、県平均及び同類型より大きくなっています。また、令和 2

年度では特別定額給付金事業等の財源として国庫支出金が支給され歳入額が増加し

ていましたが、令和 3 年度では同事業がなくなり歳入額が減少したため、歳入額対資産

比率が増加しています。 
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ウ 有形固定資産減価償却率 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算

出することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているかを全体と

して把握することができ、比率が高いほど老朽化が進んでいることを表します。 

令和 3 年度は 52.1％となり、県平均及び同類型より低くなっています。 

 

② 世代間公平性 

ア 純資産比率 

純資産に対する資産の比率を算出することにより、保有している有形固定資産等の資

産がどの世代の負担により行われたのかを把握し、世代間負担の公平性を測ることが

可能となります。 

令和 3 年度は 73.5％となり、県平均より高く、同類型と同じ値となっています。 
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③ 持続可能性（健全性） 

ア 住民一人当たり負債額 

負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たり負債額とすることにより、住民に

とって理解しやすい情報となります。 

令和 3 年度は 1,586 千円となり、県平均及び同類型より大きくなっています。 

 

④ 効率性 

ア 住民一人当たり純行政コスト 

行政コスト計算書で算出される純行政コストを住民基本台帳人口で除して住民一人当

たり純行政コストとすることにより、行政活動の効率性をみることができます。 

令和 3 年度は 917 千円となり、県平均及び同類型より大きくなっています。また、令和

2 年度では特別定額給付金事業等により行政コストが増加していましたが、令和 3 年度

では同事業がなくなったため、減少しています。 
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イ 性質別行政コスト 

行政コスト計算書では、性質別（人件費、物件費等、移転費用）の行政コストが計上さ

れており、これらを経年比較することにより、行政コストの効率性の分析をすることができ

ます。 

上島町の性質別行政コストをみると、県平均及び同類型と比べて人件費の占める割

合が高く、移転費用の占める割合が低くなっています。 

 

⑤ 自律性 

ア 受益者負担の割合 

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料等行政サービスに係る受益者負担

の金額を表すため、これを経常費用と比較することにより、行政サービス提供に対する

直接的な負担の割合を算出することができます。 

令和 3 年度は 4.2％となり、県平均より高く、同類型より低くなっています。また、令和 2

年度よりも低くなっていますが、これは令和 2 年度まで経常収益として計上されていた退

職手当引当金の戻入れが、令和 3 年度より臨時利益として計上されるようになったため

です。 
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⑥ 分析指標の組み合わせ2  

ア 住民一人当たり資産額 × 住民一人当たり負債額 

 

イ 住民一人当たり償却固定資産の取得価額 × 有形固定資産減価償却率（老朽化率） 

 

 住民一人当たり資産額・負債額は母集団と比較して大きく、住民一人当たり償却固定資産

の取得価額も母集団と比較して大きいことがわかります。一方、有形固定資産減価償却率

（老朽化率）は母集団と比較して低いことがわかります。償却固定資産の規模が大きいという

ことは、将来の維持・更新費用等の負担が大きいことを意味します。 

  

                                                
2 「令和 2 年 5 月 地方公会計の推進に関する報告書」（総務省）にて、財務書類分析指標の組み合

わせが提言されました。 
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⑦ 総評 

資産形成度の指標より、上島町は比較団体と比べて多くの資産を保有しており、有形

固定資産減価償却率(老朽化率)も低いことから、公共施設の新設、更新及び改修等が

比較団体より活発であることが伺えます。さらに、世代間公平性の純資産比率より、過

度に地方債に依存していないこともわかります。 

ただ、持続可能性の指標より、人口の減少も相まって、比較団体と比べて住民一人当

たりの負債額（地方債等）が多いため、今後も住民人口の動向に注視しながら、地方債

を発行していく必要があります。 

 

現時点では、老朽化率の低い（＝新しい）資産を多く保有していますが、いずれ大規模

改修工事及び更新工事が必要になります。年々人口が減少していますので、今後は公

共施設等の管理をより適正に行っていく必要があるといえます。 

 


